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呼びかけ団体　全国商工団体連合会

東京都豊島区目白2－36－13

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話03‐3987‐4391

　世界同時不況により輸出に依存してきた製造業の生産が急速に落ちたことから、昨年秋以降、大幅に受注が減少し、「売上が10分の１」の声さえ聞かれます。わが国の製造業の根幹をにない、世界に誇る優秀なものづくり技術・技能をもつ多くのまち工場が存続の危機に直面しています。

政府は総額45兆円とも言われる緊急経済対策を講じ、「景気回復の兆しも見えてきた」としますが、まち工場に救済の手は届いていません。

売上の激減のなかでも、工場家賃、リース代をはじめとする固定費は容赦なく出ていきます。そうしたなかでも経営者は職人・労働者の雇用を守るために必死の努力を続けています。「借りれるだけ借りた。あと数ヶ月は持つが、それでも仕事がでないと、もう終わりだ」というまち工場も少なくありません。

二階俊博経済産業大臣も国会で「中小企業のものづくりの技術力は、まさに日本の宝だ。それをこの不況のときに雲散霧消させては、何のための中小企業対策かわからない。積極的な救済策、対応策を考えてみたい」と答弁し、大田、東大阪にもヒヤリングに入っています。

「状況は待ったなし！」 です。ものづくりの集積が一端崩壊すれば、元に戻すことはできません。廃業が続けば、かけがえのない技術・技能の継承はできなくなります。

「まち工場を救え」の一点で、諸団体・個人が党派をこえて、力をあわせ、「固定費補助」「緊急休業補償制度」など、まち工場の危機を救済する措置の具体化を国会に要請したいと考えます。積極的な参加をお願いします。


－記－

◆日時　６月26日（金）正午～午後２時
◆場所　衆議院第２議員会館　第１会議室
　
※当日、議員会館１階ロビーにおこし下さい。
係がご案内します。
